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序     文 
 

メキシコ合衆国での水質汚濁問題は、同国の「国家水計画（2001～2006年）においてもその

改善の必要性が言及されており、水資源の確保という課題と並んで重要視されています。国連

環境計画（UNEP）による2002年の水質指標においては、メキシコ合衆国は122ヵ国中106位と
いう低位の位置づけであり、水質汚濁対策は急務となっています。こうした状況に鑑み、国内

の水質の状況を監視するため、国家水委員会（CONAGUA）は当機構の開発調査「沿岸部水質
環境モニタリング計画調査（1999～2000年）」において策定された「メキシコ湾岸地域の沿岸

水質モニタリングプログラム」及び「全国沿岸水質モニタリングプログラムの指針」を活用し

つつ、「国家水質モニタリングプログラム」を2003年に策定し、全国規模の水質モニタリング

を実施していますが、分析項目不足、データの信頼性の低さなどが課題として残っているため、

沿岸水質モニタリングに係る能力強化を目的とした技術協力プロジェクトが、わが国に対して

要請されました。この要請に基づき、2005年8月に第1次事前調査団、2006年8月に第2次事前調

査団を派遣し、調査結果に基づき2006年11月CONAGUA副長官とJICAメキシコ合衆国事務所長
の間で討議議事録（R/D）の署名が取り交わされ、2007年1月よりプロジェクトが開始されまし
た。 

今般JICAは、これまでの活動実績の整理と、プロジェクト終了までの計画について再検討す
るため、当機構地球環境部環境管理グループ環境管理第二課長 熊谷英範を日本側の総括とし、

メキシコ合衆国側関係機関との協同作業により中間評価調査を2008年7月3日から7月18日まで

実施ました。同調査団での協議内容は合同評価報告書にまとめられ、7月18日、合同評価報告

書を添付した協議議事録（M/M）をCONAGUA及びメキシコ合衆国外務省と署名交換しました。 
本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあたっ

て多くの関係者に広く活用されることを願うものです。 

ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた、外務省、環境省、在メキシコ合衆

国日本国大使館など、内外関係各機関のかたがたに深く謝意を表するとともに、引き続き一層

のご支援をお願いする次第です。 

 

平成20年7月 

 
独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 伊藤 隆文 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：メキシコ合衆国 案件名：沿岸水質モニタリングネットワーク計画プロジェクト

分野：環境 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 第二グループ
（環境管理）環境管理第二課 

協力金額（2008 年 7 月現在：予定額含む）： 
計：約 2 億 7,000 万円 

先方関係機関：国家水委員会（CONAGUA） 
(英)National Water Commission  
(西)Comisión Nacional del Agua 
日本側協力機関名：株式会社建設技研インターナショ
ナル、いであ株式会社（業務実施契約） 

協力期間：2006 年 1 月～2010 年 1 月 

他の関連協力： 
開発調査「沿岸水質環境モニタリング計画調査」 
技術協力プロジェクト「水質基準策定能力強化」 
集団研修「水環境モニタリング」 

１－１ 協力の背景と概要 

メキシコ合衆国（以下「メキシコ」と記す）での水質汚濁問題は深刻で、国連環境計画（UNEP）
による 2002 年の水質指標においては、同国は 122 ヵ国中 106 位という低い位置づけであり、

ベラクルス州等において魚の大量死が発生する等水質汚濁の進行が懸念され、その対策は急

務となっている。CONAGUA は、JICA の開発調査「沿岸部水質環境モニタリング調査（1999
～2000 年）」において策定された「メキシコ湾岸地域の沿岸水質モニタリングプログラム」及

び「全国沿岸水質モニタリングプログラムの指針」を活用しつつ、全国規模の水質モニタリ

ングを実施している。しかしながら、淡水については、メキシコの自助努力により水質モニ

タリングが十分に実施されているが、塩水は淡水に比べ分析が技術的に難しく、沿岸水質モ

ニタリングは質、量ともに十分に実施されているとはいえない状況にある。このため、沿岸

水質モニタリングに係るレファレンス機能の強化を目的とした技術協力プロジェクトがわが

国に対して要請された。 

この要請に基づき、JICA は 2006 年 8 月に事前調査を実施し、プロジェクトの基本計画を
メキシコ側と合意した。本プロジェクトは、CONAGUA をカウンターパート（C/P）機関とし、
メキシコにおける沿岸水質モニタリングに係るレファレンス機能（標準分析手法の確立、精

度管理体制、研修機能）の強化を通じて、全国的な沿岸水質モニタリング体制整備を図るこ

とを目的としている。2007 年 1 月より約 3 年間の協力を行う予定である。協力開始から約 1

年半を迎え、2010 年 1 月の活動期間終了に向けて、これまでの活動実績を評価するとともに、

プロジェクト目標を達成するために必要な提言を抽出することを目的に中間評価調査を実施

する。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標：CONAGUA の沿岸地帯における水質管理能力が強化される。 
（2）プロジェクト目標：CONAGUAの沿岸水質モニタリングに関するレファレンス機能が強化

される。 



 

（3）アウトプット： 

アウトプット 1 

 北部湾岸地域事務所の沿岸水質モニタリング能力が強化される。 

アウトプット 2 

 衛生水質部の沿岸水質モニタリング能力が強化される。 

アウトプット 3 

 沿岸水質モニタリングに関する精度保証/精度管理（QA/QC）システムが改善される。 
アウトプット 4 

 中央分析所（国家レファレンスラボラトリー）と北部湾岸地域分析所の沿岸モニタリ

ングに関する研修機能が強化される。 

 

１－３ 投入（2008 年 6 月まで） 

＜日本側＞ 

1）専門家派遣 

 長期専門家 1 名、短期専門家 7 名を派遣した。短期専門家は業務実施契約により派遣

され、短期専門家の業務期間合計は、2008 年 7 月末までで、27.7MM（国内作業含む）。
長期専門家は、プロジェクト開始前に「パイプライン専門家」としてプロジェクト準備

に携わり、2007 年 5 月以降は、CONAGUA 衛生水質部で水質汚濁対策プログラムの調整
に携わった。 

2）研修員受入 

 本邦研修を 2007 年 11 月に実施し、3 名の研修員を受け入れた。 

3）機材供与 

 分析に必要な機材、試薬を供与した。機材供与総額は、2 万 6,772.42US ドル。 
4）プロジェクト関係費用 

 プロジェクトの活動に必要な経費の一部を支出した。2008 年 6 月までの支出費用の合

計額は、上記機材供与分を除き、3,532 万 1,000 円。 

 

＜メキシコ側＞ 

1）C/P 配置 
 プロジェクト・ディレクターを含み延べ 30 名の C/P を配置した。このほかに地域ラ
ボラトリーの 38 名を collaborator としてプロジェクトに配置した。 
2）ローカルコスト 

 専門家執務室の改修費用、ラボラトリーの改修費用、機材購入費用、研修実施費用等

を負担した。負担額の合計は 2008 年 6 月末までで 840 万ペソ（1US ドル=10.31 ペソ：
2008 年 7 月 1 日現在）。 

２．中間評価調査団の概要 

調査者 1. 熊谷 英範（総括） JICA地球環境部 環境管理グループ 環境管理第二課長 
2. 千原 大海（環境管理） JICA国際協力専門員 
3. 柏村 正允（協力企画） JICA地球環境部 環境管理グループ 環境管理第二課 職員 
4. 田中恵理香（評価分析） グローバルリンクマネージメント株式会社 社会開発部 研究員 



 

調査期間 2008 年 7 月 2～20 日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実 績 

アウトプット 1：北部湾岸事務所の沿岸水質モニタリング能力が強化される。 
 北部湾岸地域事務所の沿岸水質モニタリング能力は順調に強化されている。モニタリング
計画と標準作業手順書（SOP）が作成され既に分析に使用されている。分析技術には向上が
みられる。SOP に準拠した分析技術を確立するためには、当初の計画に基づき研修を継続し
ていくことが望まれる。 
 
アウトプット２：衛生水質部の沿岸水質モニタリング能力が強化される。 
 CONAGUA 中央（衛生水質部：現在は水質部と改称）の沿岸水質モニタリング能力は向上
しつつある。沿岸水質モニタリング計画の素案が作成され、SOP が準備中である。精度管理
試験が実施されており、引き続き実施される予定である。 
 
アウトプット３：沿岸水質モニタリングに関する精度保証/精度管理（QA/QC）システムが

改善される。 
 アウトプット 3 に関する活動は 2008 年以降本格的に実施される予定であり、準備作業が開
始されたところである。 
 
アウトプット４：中央分析所（国家レファレンスラボラトリー）と北部湾岸地域事務所の沿

岸モニタリングに関する研修機能が強化される。 
 アウトプット 4 に関する活動は 2009 年に本格的に実施する予定であるが、2007 年に試行的
に全国地方ラボラトリーの職員を対象に技術移転のための研修が実施された。研修を受けた
人材が異動したあとも CONAGUA のなかで技術を定着させるため、プロジェクトでは、他の
地域への技術移転を重要視している。実施した研修においては、国家レファレンスラボラト
リーと北部湾岸地域事務所の C/P は講師としての役割を十分に果たした。 
 
３－２ 実施のプロセス 

 プロジェクトはおおむね順調に進捗している。 
 プロジェクトの計画が目標と活動計画が関係者の間で明確であったことが、プロジェクト
の円滑な進行の要因のひとつになっている。活動計画表（PO）は、日本人専門家とメキシコ
側 C/P の間で明確に共有されていた。活動の初めにテクニカル・コミッティーを開催しプロ
ジェクトの方向性や具体的な活動を関係者で協議し決定した。合同調整委員会（JCC）が出席
者の都合で予定が変更になるなど、活動計画の変更は時折あったが、専門家と C/P で日程や
活動内容の調整を図り、プロジェクト全体の進行には大きな影響はなかった。 
 専門家と C/P のコミュニケーションはよい。特に北部湾岸地域事務所の職員は英語のコミ
ュニケーション能力が不足しているため通訳を介したコミュニケーションとなり、言葉の問
題が若干あるが、専門分野については共通の基盤があるため相互に理解することができてい
る。 
 関連機関とのコミュニケーションはおおむねよい。メキシコでは、CONAGUA 以外でも保
健省（SSA）管轄下の国家衛生リスク防止委員会（COFEPRIS）をはじめとする関連機関が共
同で、「Playas Limpias（きれいなビーチ）プログラム」のなかで沿岸水質モニタリングを実施



 

している。このため、プロジェクトでは、これら関連機関との関係を高める取り組みをして
いる。テレビ会議によるプロジェクトの研修には、COFEPRIS の州レベル機関、州の環境関
連政府機関、NGO、民間ラボからも参加があり、テレビ会議の研修後、これら機関との関係
が向上した。プロジェクトでは、環境天然資源省（SEMARNAT）とは、現時点ではいまだ十
分にコミュニケーションをとって事業を進めているとはいえない状況であるが、プロジェク
トの進捗に関する情報やモニタリングデータを提供するなどして、関係を深めていくことを
検討している。 
 メキシコ側のオーナーシップは非常に高い。C/P のモチベーションは高く、CONAGUA は
プロジェクト実施に必要な予算を国家レファレンスラボラトリーと北部湾岸事務所に配分し
た。メキシコ側のオーナーシップが高い要因としては、プロジェクトの必要性が高いことが
あげられる。プロジェクトの活動はラボラトリーの業務と完全に整合性があり、既に日常業
務になっている。このため、C/P は、通常業務が多忙でもプロジェクトの活動に参加でき、又、
専門家が不在の間でも、移転された技術を日々の業務のなかで活用できる。 
 プロジェクトの進行における問題としては、CONAGUA の国家レファレンスラボラトリー
で時折停電が起こることがあげられる。停電により分析作業が中断されることがある。C/P
はこの問題の重要性を認識してきており、対策を検討している。 
 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は専門家、C/P ともよく参照しており、
プロジェクトの進捗を PDM に基づきモニタリングしている。プロジェクトの初めに、関係者
の間で PDM を明らかにし、共通の理解を得た。中間評価期間中に PDM の見直しを行い、そ
の結果、大きな変更はないものの、主として表現面で若干の修正を行った。 
 CONAGUA では、2008 年 5 月に、JICAの「水質環境基準策定プロジェクト」が並行して開
始されている。同プロジェクトはメキシコ規格（NMX）の策定に関するもので、沿岸水質モ
ニタリングに関する本プロジェクトとは相互に関連性が高く補完的な関係にある。2 つのプロ
ジェクトを並行して実施することは、双方のプロジェクトの C/P にとって有益であるといえ
る。国家レファレンスラボラトリーの相当部分の職員が両方のプロジェクトの C/P を兼任し
ており、これら C/P の業務量が増加することが予想される。業務の過剰と重複を避けるため、
両方のプロジェクトで緊密に連絡をとり、プロジェクト活動のスケジュール調整を綿密に行
うこととしている。 
 外部条件の影響は特にない。 
 
３－３ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
 メキシコの政策、水分野のニーズ、日本の対メキシコ ODA 方針に照らし、妥当性は高
い。 
 メキシコの「国家水計画」の目標 3「流域と帯水層における統合的・持続的水管理の推
進」のうち、戦略 2 で「統合的水質管理における水質の改善強化」があげられており、
水質の改善はメキシコの政策の重要課題になっている。水質に関連する本プロジェクト
のプロジェクト目標と上位目標は、メキシコの水分野の政策と整合性がある。 
 水質の改善にあたっては、政策立案の裏づけとなるデータを適切にとったうえで意思
決定を行うことが必要で、そのためにモニタリングを行ってデータをとることが重要で
ある。 
 メキシコにおいて、沿岸水質モニタリングのニーズは高い。メキシコでは、これまで、
淡水のモニタリング技術は比較的高かったが、海水に関するモニタリング技術・基準が



 

確立されていなかった。このため、政策策定と意思決定に不可欠な海水に関する時系列
の包括的なデータが存在しなかった。また、メキシコでは、経済開発の側面から観光で
国際競争力をもつことが重要課題で、COFEPRIS、CONAGUA、その他関連機関の協調に
より「Playas Limpias」等の取り組みを行っているが、こうした取り組みを推進し対象ビ
ーチが国際水準の認証を受けるためには、沿岸水質に関する正確、包括的で信頼性の高
いデータが不可欠である。こうした背景から、沿岸水質モニタリングに焦点をあてた本
プロジェクトは、妥当性が非常に高い。 
 プロジェクトは日本の ODA 政策からも妥当性が高い。日本の対メキシコ ODA 政策に
おける重点分野は、人間の安全保障の向上と貧困削減、産業開発と地域振興、地球環境
問題及び水の衛生と供給に関する協力であり、水質に関する本プロジェクトは日本の
ODA 政策の重点分野に合致している。また、日本は公害対策・水質汚濁分野で豊富な経
験があり、この分野における技術優位性は高い。 

 
（2）有効性 
 有効性は高い。プロジェクト目標である CONAGUA のレファレンス機能の強化は順調
に進んでいる。 
 アウトプットは順調に達成されつつあり、今後も順調にプロジェクトが進捗すれば、
プロジェクト目標は達成される見込みである。アウトプット 1、2 に関する指標は順調に
達成されつつある。アウトプット 3、4 に関しては、今後の活動が中心になるが、既に一
部活動を開始している。これまでの活動により、アウトプット 3、4 に係る活動を遂行で
きる技術力を C/P が習得していると考えられ、プロジェクト終了時までには、アウトプ
ット 3、4 も達成できる見込みである。 
 4 つのアウトプットはいずれもプロジェクト目標の達成に貢献しており、論理的に整合
性がある。アウトプット１とアウトプット 2 を通じ、北部沿岸事務所と水質部の能力が
強化されることが期待されている。アウトプット 3 で、全国規模のモニタリングネット
ワークの確立に不可欠な QA/QC システムを構築する。これら 3 つのアウトプットを強
化・定着させ、プロジェクトの成果を普及させるため、CONAGUA の研修機能を強化す
る（アウトプット 4）。これら 4 つのアウトプットすべての結果としてプロジェクト目標
が達成されるものと期待されている。これまでの活動を通じ、国家レファレンスラボラ
トリーと北部湾岸ラボラトリーの職員の能力は顕著に向上している。 
 成果達成の促進要因としては、まず、プロジェクトで導入した技術は新しい技術で、
関係者の関心が高かったこと、そのためメキシコ側のコミットメントが高く、プロジェ
クトに責任をもって取り組んだことがあげられる。C/P の技術的レベルが高かったこと
も、促進要因のひとつである。日本側は、プロジェクト実施に必要なリソースを提供し
た。専門家の技術水準も高く経験が豊富で、熱意をもってプロジェクトに取り組んだ。
CONAGUA では、既に、年間計画においてプロジェクトで導入された分析技術を使って
業務を行うよう指示しているので、全国レベルで成果が定着しやすいと考えられる。 
 課題としては、CONAGUA の予算及び人員があげられる。予算に関しては、CONAGUA
では、今年度は史上最高額が配分されたが、手続き上の規定によりタイミングよく支出
することに困難を来している。人員に関しては、プロジェクトで研修した C/P の一部が
あと数年で退職する見込みになっており、これら人員の補充の見込みが現在のところ明
確でないため、CONAGUA では、移転された技術の持続性と普及を考慮し、後任の人材
を確保することを試みたり、他の地方ラボラトリーに技術を移転するなどの対策を講じ



 

ている。その他、課題としては、一部の地方ラボラトリーでは、プロジェクトで導入さ
れた技術を用いて分析を行うために必要な機材や消耗品がないことがあげられる。 
 アウトプットとプロジェクト目標の達成のためには、今後も予定されていた活動を円
滑に進め、技術レベルを向上させ普及していくことが肝要である。 

 
（3）効率性 
 日本側・メキシコ側とも、必要な投入を実施しており、効率性はおおむね高い。 
 日本人専門家は専門性が高く熱意をもって活動に取り組んでいる。短期ベースで派遣
されているため、CONAGUA に日本人専門家が誰も派遣されていない時期があるが、専
門家がいない期間も C/P は習得した技術を活用して業務を遂行している。これは、プロ
ジェクトの活動が CONAGUA の通常業務に組み込まれているため可能になっている。専
門家が派遣されていない間に、専門家と C/Pの間で Eメールや電話でもっとコミュニケーシ
ョンがとれればより効果的となろう。 
 本邦研修の実施は効果的であった。本邦研修により、C/P は分析・モニタリングに必要
な技術を習得することができ、又、日本のモニタリングの全体像を把握することができ
た。本邦研修参加者は、習得した技術を通常業務で活用している。また、研修の成果を、
JCC や CONAGUA の国際部に報告し、他の C/P にレクチャーを行ったり通常業務のなか
で指導を行うなどして、関係者で共有している。 
 供与機材は有効に活用され、アウトプットの発現に貢献した。供与機材はすべて技術
移転に適切で CONAGUA の通常業務で活用されている。機材のメンテナンス状態はおお
むね良好である。供与機材は、既に、CONAGUA の備品リストに登録され、年間メンテ
ナンスプログラムのなかに組み込まれており、維持管理システムができている。北部湾
岸事務所に供与した機材のうち 1 点、分光計（spectro-fotometer）の基盤が壊れ、中間評
価時点では使用されていなかったが、保証で修理できる見込みで、近々復旧するとのこ
とであった。機材に関しては、メキシコのサプライヤーの手続きにより、機材の調達・
修理に時間がかかることが課題である。例えば、カドミウム還元コラムが、これを使っ
て技術移転を行う予定であった研修コースまでに届かず、研修日程の再調整を余儀なく
されたことがある。このほか、技術移転に必要なガラス器具の一部がメキシコ国内で調
達できないものであったが、プロジェクトでは同等品を使っており、現在のところ分析
作業に大きな影響は出ていない。 
 メキシコ側は適切な専門性をもつ C/P を十分に配置している。他地域への活動の普及
を考慮し、C/P を拡大することが検討され、北部湾岸地域以外の 9 つの地方流域組織ラボ
ラトリーの職員が協力者（collaborator）として活動している。 
 メキシコ側はプロジェクトに必要な予算と機材を用意した。C/P 側が購入した機材（プ
ラズマインダクション）はプロジェクトの活動に有効であった。メキシコの予算執行の
手続きが複雑で、予算が配分されても執行に時間がかかることがあり、プロジェクトの
進捗に影響が出るケースが見受けられる。例えば試薬が研修で必要なときまでに届かな
いなどである。この問題に対しては、JICA のプロジェクト運営費は迅速な支出が可能で
あることから、これを活用することでプロジェクトに必要な試薬や消耗品を補助するこ
とができた。 
 JCC は、必要に応じ開催しており、関係者でプロジェクトの進捗を確認し課題につい
て検討する機会となっている。JCC には C/P の全員が参加するわけではないが、結果は
C/P 全員に報告され、関係者の間で情報共有がなされている。 



 

 JICA の他のプロジェクトとの相乗効果がみられる。2008 年 5 月に水質基準策定プロジェクトが
開始され、一部の C/P は両方のプロジェクトに関与している。これにより、C/P の技術レ
ベルが一層向上するものと見込まれる。また、1999～2000 年にかけて、北部湾岸地域事
務所の管轄地域で開発調査「沿岸部水質環境モニタリング計画調査」を実施しているが、
このなかで技術研修を行ったことで、C/P はガスクロマトグラフィの分析技術に既に通じ
ており、本プロジェクトでの技術移転が円滑に行われた。また、開発調査で CONAGUA
が JICA のプロジェクトの進め方に慣れていたことも、本プロジェクトに有効であった。 

 
（4）インパクト 
 プロジェクトが今後も進捗を続ければ、上位目標は達成されると考えられ、インパク
トは高い。 
 現時点で、沿岸水質モニタリングのシステムの構築は順調に進捗しており、CONAGUA
の沿岸水質モニタリング及び管理の能力は強化されつつある。このままプロジェクトが
順調に進めば、将来的には上位目標の指標が達成される見込みは高い。現時点で確立し
ようとしている QA/QC システムは、メキシコ全土の分析ラボラトリーに導入される見込
みである（上位目標の指標 1）。分析技術の向上により沿岸水質モニタリングの結果は適
切に収集され、統計に取りまとめられて近い将来公開される予定である（指標 2）。プロ
ジェクトを通じてモニタリング計画が作成されモニタリングデータが整備されれば、優
先管理地域が特定されるものと考えられる（指標 4）。上位目標の指標の 3「NMX の確立」
については、NMX 委員会の承認という外部条件によるところが大きい。NMX 制定の手
続きには時間がかかり、プロジェクトの枠内ではコントロールできないものである。し
かしながら、プロジェクトで NMX 制定の評価にあたる委員会や組織が承認するに足る適
切な NMX 案を作成できる見込みは十分高い。 
 プロジェクトで移転された技術は、研修を通じ、メキシコ国内の北部湾岸事務所から
全国の地方流域組織ラボラトリーに広がっている。現在、プロジェクトで導入した技術
は、地方ラボラトリーの通常業務のなかで試行的に活用されており、地方ラボラトリー
でのフィードバックを受けて技術に改善を加え、全国システムとして確立する予定であ
る。こうしたことにより、長期的には、プロジェクトによる技術は沿岸水質の向上に資
するものと期待されている。これまでメキシコにおいては、沿岸水質モニタリングは十
分に行われていなかったため、プロジェクトによるインパクトは大きいと見込まれる。 
 よりインパクトを出すためには、まず、地方ラボラトリーの関与を高めモニタリング
の技術とシステムを普及することがあげられる。そのためには、地方ラボラトリーに対
して研修を実施するための予算を確保することが重要になる。また、全国で標準化され
た沿岸水質モニタリングを行うためには、各地方ラボラトリーでの資機材を標準化する
ことが課題になる。現状では、地方ラボラトリー間で機材が異なっており、同じ質の分
析を行うことが困難になっている。さらに、他の関連機関との協力を深めていくことが
重要である。COFEPRIS 等関連機関も沿岸水質モニタリングを行っていることから、これ
ら機関との間で技術や情報の交換をすることで、インパクトを高めることができると考
えられる。 
 予期しなかったインパクトがいくつか認められる。本プロジェクトは沿岸水（塩水）
に特化したものであるが、プロジェクトのなかで淡水のモニタリングにも適用できる技
術が開発された。例えば葉緑素 A の分析技術などは、淡水にも応用できるものである。
また、プロジェクトを通じ、CONAGUA 内のコミュニケーションが促進され、COFEPRIS



 

等関係機関との関係が強化されたことがあげられる。 
 負のインパクトは特に報告されていない。 

 
（5）自立発展性 
 政策面、技術面、財政面からみて自立発展性はおおむね見込める。 
 沿岸水質は今後も政府の重要課題であると考えられる。水資源管理において水質は重
要な課題であり、又、淡水に比較し塩水のモニタリング技術の改善は今後も必要と考え
られる。 
 技術的自立発展性は高い。CONAGUA 水質部と北部湾岸事務所の C/P は十分な技術を
習得し、日常の分析・モニタリング業務で活用している。プロジェクト活動の成果はモ
ニタリング計画や SOP の形でまとめられており、プロジェクトで養成された沿岸水質モ
ニタリング能力は維持されるものと期待される。また、CONAGUA では、プロジェクト
で移転された技術を既に年間計画に取り入れており、プロジェクトの成果は CONAGUA
の通常業務として定着するものとみられる。CONAGUA 全体で技術的自立発展性を高め
るためには、地方ラボラトリーの技術的レベルの統一を図り、モニタリングネットワー
クを強化することが鍵となろう。 
 人材の配置を含めた財政面での自立発展性が今後の課題となる。人員の配置について
は、技術移転された C/P の退職が数年先に予測されているため、CONAGUA では、人員
の補充の折衝と技術の継承のための方策の検討を行っている。技術の継承については、
マニュアルや SOP の拡充、他の地方ラボラトリーを含めた CONAGUA 全体への技術の普
及が促進要因となる。予算については、予算総額よりも、配分と手続きがより問題とな
っている。予算額は十分に配分されても、執行が認められるまでに時間がかかり業務の
遂行に支障が出るケースがある。予算・人員が限定されるなか、自立発展性を高めるた
めには、効率的な予算配分・人員配置とその活用を考慮することが望まれる。 
 長期的に自立発展性を高めるには、水質モニタリングを実施している他の関連機関と
の協同の取り組みが考えられる。これら関連機関にも技術を普及し同じ技術をもち合う
ことで、自立発展性が高まる。協力が進めば、将来的には予算増額につながることも考
えられる。 

 
３－４ 効果発現に関する貢献・阻害要因 

 効果発現の貢献要因としては、まず、メキシコ側、日本側とも、高いモチベーションと専
門性をもつ人材を配置したことがあげられる。また、プロジェクトのニーズが高かったこと、
プロジェクトの活動が C/P 機関の通常業務と合致していたことで、C/P のモチベーションが
高まり、又、プロジェクトの成果の定着が促進された。阻害要因としては、CONAGUA の予
算と人材の確保、特に、予算については執行と配分の効率性、人材については、近い将来退
職者が予想されていることがある。 
 
３－５ 結 論 

 これまでプロジェクトは円滑に実施され順調に進捗している。このまま順調に進捗すれば、
プロジェクト期間終了までにプロジェクト目標は達成される見込みである。したがって、プ
ロジェクトの方向性を変更する必要は認めない。プロジェクトの残り機関では、移転された
技術を CONAGUA 内で継承していくための措置が求められている。 
 



 

３－６ 提 言 

 移転された技術の強化・継承を行うことが課題である。特に、ここ数年の間に退職者が見
込まれているため、この点は重要であり、特定の個人が退職しても知識や技術が CONAGUA
のなかで継承されるシステムを確立することが必要である。そのために、マニュアルや SOP
の整備を行う。また、他地域への技術の普及を促進するため、プロジェクトの残り期間では、
CONAGUA 水質部と北部湾岸事務所の研修機能の強化に重点を置く。研修機能の強化により、
他の地方流域組織のラボラトリーの能力が強化され、退職する C/P を補完できるようになる
ものと思われる。 
 全国規模のモニタリングネットワーク構築のため、他の地方流域組織ラボラトリーへの技
術の普及を行う。プロジェクトで実施する研修には、他の地方ラボラトリーの職員も招待す
る。これは上記の技術の継承のうえからも重要である。 
 より効果的なプロジェクト実施に向けて、COFEPRIS 等水質モニタリングに関与している
関連機関との関係を強化する。また、SEMARNAT との関係強化も検討する。そのためにモニ
タリングデータを含めた情報の交換を行う。プロジェクトの会議やその他の機会にこれら関
係機関を招待することも一案である。 
 
３－７ 教 訓 

 プロジェクトが順調に進捗している促進要因として、プロジェクトのニーズが高かったこ
と、プロジェクトの活動が C/P 機関の通常業務と整合性があったことがあげられる。プロジ
ェクト活動が通常業務に完全に組み入れられているため、C/P はプロジェクト活動を通常業務
と整合性のある形で進めることができた。また、プロジェクトの成果が C/P 機関の年間計画
に取り入れられることとなった。これにより、プロジェクトで導入した技術を他の地域に普
及しプロジェクトの成果を持続することが容易になっている。 
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第１章 中間評価の概要 
 

１－１ 中間評価調査の経緯と目的 

メキシコ合衆国（以下「メキシコ」と記す）での水質汚濁問題は、「国家水計画（2001～2006

年）」においてもその改善の必要性が言及されており、水資源の確保という課題と並んで重要

視されている。国連環境計画（UNEP）による 2002 年の水質指標においては、メキシコは 122
ヵ国中 106 位という低位の位置づけであり、ベラクルス州等において魚の大量死が発生する等

水質汚濁の進行が懸念され、その対策は急務となっている。こうした状況に鑑み、国内の水質

の状況を監視するため、国家水委員会（CONAGUA）は JICA の開発調査「沿岸部水質環境モ
ニタリング計画調査（1999～2000 年）」において策定された「メキシコ湾岸地域の沿岸水質モ

ニタリングプログラム」及び「全国沿岸水質モニタリングプログラムの指針」を活用しつつ、

「国家水質モニタリングプログラム」を 2003 年に策定し、全国規模の水質モニタリングを実

施している。国家水計画及び国家水質モニタリングプログラムの策定により淡水・塩水の水質

モニタリングを行っていくための政策・制度が整えられ、かつメキシコ側の自助努力により淡

水の水質モニタリングについては十分に実施されているが、塩水は淡水に比べ測定物質の濃度

が低いこともあり、分析が技術的に難しく、沿岸水質モニタリングは質、量ともに十分に実施

されているとはいえない状況にある。 

現在、沿岸水質モニタリングについては、沿岸地域を所掌する 11 の地域分析所のうち、8 つ

の地域分析所において沿岸水質モニタリングを行うとともに、北部湾岸地域事務所を沿岸水質

モニタリングの研修センターとして位置づけ研修を行っているが、いまだ分析項目不足、測定

地点不足、データの信頼性の低さ等が課題として残っているため、沿岸水質モニタリングに係

るレファレンス機能の強化を目的とした技術協力プロジェクトが、水質モニタリングに関する

知見の豊富なわが国に対して要請された。 

この要請に基づき、JICA は 2006 年 8 月に事前調査を実施し、プロジェクトの基本計画をメ
キシコ側と合意し、事前調査の結果を踏まえ、プロジェクトの基本計画、実施体制、双方の責

任分担等について協議議事録（M/M）に取りまとめた。 
「沿岸水質モニタリングネットワーク計画プロジェクト」は、CONAGUA をカウンターパー

ト（C/P）機関とし、メキシコにおける沿岸水質モニタリングに係るレファレンス機能（標準
分析手法の確立、精度管理体制、研修機能）の強化を通じて、全国的な沿岸水質モニタリング

体制整備を図ることを目的としている。2007 年 1 月より約 3 年間の協力を行う予定であり、現

在 5 分野（総括/精度管理/研修、沿岸水サンプリング/基本項目分析、モニタリング計画/モニ

タリングデータ解釈、無機物質分析、有機物質分析）から構成される専門家チームが活動中で

ある。今般協力開始から約 1 年半を迎え、2010 年 1 月の活動期間終了に向けて、これまでの活

動実績を評価するとともに、プロジェクト目標を達成するために必要な提言を抽出することを

目的に中間評価調査を実施する。 
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１－２ 評価者の構成 

＜日本側＞ 

総  括： 熊谷 英範（独立行政法人国際協力機構  地球環境部  環境管理グループ  環境管
理第二課長）  

環境管理： 千原 大海（独立行政法人国際協力機構  国際協力専門員）  
協力企画： 柏村 正允（独立行政法人国際協力機構  地球環境部  環境管理グループ  環境管

理第二課  職員）  
評価分析： 田中恵里香（グローバルリンクマネージメント株式会社 社会開発部 研究員） 
 

＜メキシコ側＞ 

Guillermo Gutierrez Gomez（CONAGUA 国際局長）  
Irma González López（CONAGUA セクタープログラム・サブマネージャー）  
Patricio Maya Vilchis（CONAGUA バルサ事務所）水質サブマネージャー  
 

１－３ 調査団派遣の日程 

月日 
曜
日 

総括、環境管理、協力企画 評価分析 

7 月 2 日 水  
成田発 
メキシコ市着 

7 月 3 日 木  
AM： JICAメキシコ事務所訪問 
PM： CONAGUA水質部との協議、事
 前質問回答回収 

7 月 4 日 金  
終日：事前質問回答回収、CONAGUA
 水質部との協議 

7 月 5 日 土  

7 月 6 日 日  

終日：資料整理、合同評価報告書（案） 
 作成 

7 月 7 日 月  終日：北部湾岸地域事務所との協議 

7 月 8 日 火 
成田発 
メキシコ市着 

終日：CONAGUA水質部との協議 

7 月 9 日 水 
AM：JICAメキシコ事務所との打合せ、在メキシコ日本国大使館表敬 
PM：環境天然資源省（SEMARNAT）表敬、CONAGUA国際協力局表敬 
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7月10日 木 終日：CONAGUA水質部との協議 

7月11日 金 
AM：保健省（SSA）等への訪問 
PM：CONAGUA水質部との協議 

7月12日 土 終日：資料整理、M/M、合同評価報告書（案）作成 

7月13日 日 
AM：資料整理、M/M・合同評価報告書作成 
PM：メキシコ市発→タンピコ着 

7月14日 月 終日：北部湾岸地域事務所との協議、モニタリングサイト視察 

7月15日 火 
AM：北部湾岸地域事務所との協議 
PM：タンピコ発→メキシコ市着 

7月16日 水 
終日：CONAGUA水質部とのM/M・合同評価報告書協議（水プログラムに関する

協議含む） 

7月17日 木 
終日：CONAGUA水質部とのM/M・合同評価報告書協議（水プログラムに関する

協議含む） 

7月18日 金 
AM：CONAGUA水質部とのM/M・合同評価報告書協議（水プログラムに関する協

議含む） 
PM：M/M署名、JICAメキシコ事務所・在メキシコ日本国大使館報告 

7月19日 土 メキシコ市発 

7月20日 日 成田着 

 

１－４ 評価項目・評価方法 

１－４－１ 評価調査の流れ 

 本評価調査は、JICA の「事業評価ガイドライン」に基づき、プロジェクト・サイクル・マ
ネージメント（PCM）手法により実施した。PCM 手法に基づく評価は、①プロジェクトの諸
要素を論理的に配置したプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づいた評価の
デザイン、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③「妥当性」「有効性」「効

率性」「インパクト」「自立発展性」の 5 つの評価の観点（評価 5 項目）からの収集データの

分析、④分析結果からの提言・教訓の導出、という流れからなっている。PDM の概要につい
ては、表 1-1 のとおりである。 
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表１－１ PDM の概要 

上位目標 
達成されたプロジェクト目標の貢献によりプロジェクト終了後

に達成が期待される開発目標 

プロジェクト目標 
プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される目標

であり、「ターゲットグループ」への具体的な便益やインパクト 

アウトプット 
プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなけ

ればならない、短期的かつ直接的な目標 

活 動 
アウトプットの目標を達成するために投入を効果的に用いて行

う具体的な行為 

指 標 
プロジェクトのアウトプット、目標及び上位目標の達成度を測る

もので、客観的に検証できる基準 

指標データ入手手段 指標を検証するためのデータ・ソース 

外部条件 
各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェ

クトではコントロールできない条件 

前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件 

投 入 プロジェクトの活動を行うのに必要な人員・機材・資金など 

 

 評価にあたっては、日本側とメキシコ側の合同評価とし、評価結果を合同評価レポートに

取りまとめ、合同評価レポートを双方で検討し合意した。併せて M/M にも合意・署名した

（M/M、合同評価レポートについては付属資料 1 を参照）。 
 

１－４－２ 評価５項目 

 本評価調査における評価 5 項目の定義は次のとおりである。 

 

表１－２ 評価５項目 

妥当性 

評価時点においても、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうか

を、メキシコ政府の政策、裨益者のニーズ、日本の援助政策との整合性の

観点から検討する。 

有効性 
プロジェクトのアウトプットの達成の度合い、及びアウトプットがプロジ

ェクト目標の達成度にどの程度結びついているかを検討する。 

効率性 
プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、タイミング、質、量

の観点から妥当であったかどうかを分析する。 

インパクト 
プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、

当初予期しなかった効果も含め検討する。 

自立発展性 

協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続される

か、あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、制

度的（政策的）側面、財政的側面、技術的側面からプロジェクトの自立発

展性の見込みを考察する。 

 



－5－ 

１－４－３ 評価のデザイン 

 評価のデザインを策定するにあたり、討議議事録（R/D）、PDM、活動計画表（PO）、調査
団報告書、進捗報告書、その他プロジェクト関連文書等に基づき、評価項目案を作成し評価

グリッドにまとめた。評価項目は、評価分析団員が、評価調査団との協議を経て確定したも

のである。主な評価項目は、表 1-3 に示すとおりである。評価グリッドの詳細は付属資料 2

のとおり。 

 

表１－３ 主な評価項目 

評価設問 5 項目 
その他 
の基準 

大項目 小項目 

メキシコ側 

 C/P とスタッフの配置 
 資機材の提供 

 ローカルコスト 

日本側 

 専門家派遣 

 資機材の供与 

 C/P 研修 

投入は予定どおりか 

 ローカルコスト支援 

アウトプット 1：北部湾岸地域事務所の沿岸水質モニ
タリング能力が強化される。 

アウトプット 2：水質部の沿岸水質モニタリング能力
が強化される。 

アウトプット 3：沿岸水質モニタリングに関する精度
保証/精度管理（QA/QC）システムが改善される。 

アウトプットは達成され
ているか 

アウトプット 4：中央分析所（国家レファレンスラボ
ラトリー）と北部湾岸地域事務所の沿岸モニタリン
グに関する研修機能が強化される。 

プロジェクト目標は達成
される見込みか 

CONAGUA の沿岸水質モニタリングに関するレファ
レンス機能が強化される。  

実績の 
検 証 

上位目標の達成の見込み
はあるか 

CONAGUA の沿岸地帯における水質管理能力が強化
される。  

活動の進捗状況は予定ど
おりか 

活動は予定どおり行われたか  

モニタリングの仕組みは適切か  
PDM の修正は適切に行われたか  

モニタリングは適切に実
施されているか 

外部条件の変化に応じた対応は行われたか  
専門家と C/P のコミュニケーションは円滑に行われ
たか 

実施プロ
セスの 
検証 

専門家と C/P の関係は適
切か 

問題が生じた際に適切な解決方法がとられたか 
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C/P のイニシアティブは高いか  相手国実施機関のオーナー
シップは高いか 
 

プロジェクト実施に際し適切な予算配分・人材配置
を行っているか 

実施プロ
セスの 
検証 関連機関との協力は適切

に行われたか 
メキシコの関連機関及び他の援助機関との連携は適
切に行われたか 
メキシコの開発計画に照らした上位目標とプロジェ
クト目標の妥当性 
メキシコのニーズに照らした上位目標とプロジェク
ト目標の妥当性  

妥当性 

上位目標とプロジェクト
目標はドナーと相手国の
政策及びターゲットグル
ープのニーズと整合して
いるか 

日本の ODA政策に照らした上位目標とプロジェクト
目標の妥当性  
プロジェクト目標の達成度 
各アウトプットのプロジェクト目標達成との関連性 

有効性 

プロジェクトの実施によ
り、期待される効果が得ら
れているか。プロジェクト
は有効であるか 

外部条件の影響 

日本側投入の適切性 投入の規模、時期、コスト、
効果は適切であったか メキシコ側投入の適切性 

投入の活用度 
効率性 

投入はどのように活用さ
れ管理されたか プロジェクト運営管理体制 
プロジェクト実施の効果
はあるか 

上位目標達成の見込み 

予期しなかった正のインパクト 予期しないインパクトが
みられたか 予期しなかった負のインパクト 

インパクト 

外部条件の影響を受けたか 外部条件の影響 
制度的（政策的）側面 
財政的側面 

プロジェクトの便益はプ
ロジェクト終了後も持続
する見込みか 技術的側面 自立発展性 
自立発展性に関する貢献
要因・阻害要因は何か 

貢献要因・阻害要因 

 

１－４－４ 情報・データ収集方法 

 調査にあたっては、プロジェクト専門家、CONAGUA 水質部1及び北部湾岸地域事務所にお

けるメキシコ側 C/P を中心に質問票によるサーベイとインタビューを行った。その他メキシ
コ市近郊のバルサス地方ラボラトリーの職員へもインタビューを行った。また、CONAGUA
の上部組織である SEMARNAT、CONAGUA 同様水質モニタリングにかかわっている国家衛
生リスク防止委員会（COFEPRIS）等関連組織を訪問し、情報収集を行った。 
 

１－４－５ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）  
 評価は、最新版の PDM〔PDM 1：2007 年 2 月の合同調整委員会（JCC）で承認されたもの、
合同評価レポート ANNEX 1〕に基づいて実施した。  
 
                             
1 R/D締結当時は、CONAGUA衛生水質部（Manager’s Office of Sanitation and Water Quality）であったが、今次調査で水質部（Manager’s 

Office of Water Quality）と改称していたことが明らかになった。これに伴い、改訂した PDMの表現も修正している。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側の投入 

 専門家派遣、研修員受入及び機材供与についてはおおむね計画どおりに投入が実施された

と評価できる。 

（1）専門家派遣 

 中間評価実施時点までに、8 名の専門家が 11 の指導分野で派遣された。総括及び業務

調整以外の専門家の主な指導分野は精度管理、研修、沿岸水サンプリング、基本項目分

析、モニタリング計画、モニタリングデータ解釈、無機物質分析、有機物質分析である

（詳細は付属資料 1「M/M」を参照）。 
 

（2）研修員受入 

 中間評価時点までに、3 名のカウンターパート（C/P）が本邦での C/P 研修に参加した。
主たる研修内容は、日本における中央省庁及び地方自治体の水行政、水質汚濁対策、沿

岸モニタリングについてである（詳細は付属資料 1「M/M」を参照）。 
 

（3）機材供与 

 中間評価時点までに、測定装置、コラム、サンプリング機材等の約 320 万円の機材が

供与されている〔詳細は付属資料 1「M/M」を参照、なお、1US ドル＝106.17 円（2008
年 7 月の JICA 統制レート）を用いて円価を算出した〕。 
 

（4）ローカルコスト負担 

 中間評価時点までに、約 3,500 万円が日本側より負担され、プロジェクト活動実施の

ために活用された。 

 

２－１－２ メキシコ側の投入 

（1）C/P の配置 
 討議議事録（R/D）締結時には、本プロジェクトの直接の対象である国家水委員会
（CONAGUA）水質部及び北部湾岸地域事務所の職員約 30 名が C/P として配置されてい
たが、2007 年 2 月の合同調整委員会（JCC）において、本プロジェクトのインパクトを
より広げる目的で研修等を通じて間接的に技術移転を受ける可能性がある他の地域事務

所の職員を C/P とし、C/P は約 60 名となった。ただし、C/P はプロジェクトのなかで直
接専門家から技術移転を受ける者であることから、今回の中間評価において、CONAGUA
水質部及び北部湾岸地域事務所の職員を C/P とし、他の地域事務所の職員は
「Collaborator」として再整理した。 
 

（2）施設の貸与 

 メキシコ側より専門家の執務スペースが提供されている。提供された執務スペースは

専門家が活動を行うために十分なスペースであり、インターネット等最低限の設備も整
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えられている。 

 

（3）プロジェクト活動経費の負担 

 中間評価時点までに、メキシコ側から約 840 万ペソ〔約 8,600 万円（1 ペソ＝10.336

円、2008 年 7 月の JICA 統制レート）〕がプロジェクト活動経費として負担されている（詳
細は付属資料 1「M/M」を参照）。 

 

２－２ 実施プロセス 

プロジェクトはおおむね順調に進捗している。  
プロジェクトの目標及び活動計画が関係者の間で明確であったことが、プロジェクトの円滑

な進行の要因のひとつになっている。活動計画表（PO）は、日本人専門家とメキシコ側 C/P の
間で明確に共有されていた。活動の初めにテクニカル・コミッティーを開催しプロジェクトの

方向性や具体的な活動を関係者で協議し決定した。JCC が出席者の都合で予定が変更になるな
ど、活動計画の変更は時折あったが、専門家と C/P で日程や活動内容の調整を図り、プロジェ
クト全体の進行には大きな影響はなかった。 
専門家と C/P のコミュニケーションは良好である。特に北部湾岸地域事務所の職員は英語の

コミュニケーション能力が不足しているため通訳を介したコミュニケーションとなり、言葉の

問題が若干あるが、専門分野については共通の基盤があるため相互に十分理解することができ

ている。  
関連機関とのコミュニケーションはおおむねよい。メキシコでは、CONAGUA 以外でも保健

省（SSA）管轄下の国家衛生リスク防止委員会（COFEPRIS）をはじめとする関連機関が協同
で、「Playas Limpias（きれいなビーチ）プログラム2」のなかで沿岸水質モニタリングを実施し

ている。このため、プロジェクトでは、これら関連機関との関係を高める取り組みをしている。

テレビ会議によるプロジェクトの研修には、COFEPRIS の州レベル機関、州の環境関連政府機
関、NGO、民間ラボからも参加があり、テレビ会議の研修後、これら機関との関係が向上した。
環境天然資源省（SEMARNAT）とは、現時点ではいまだ十分にコミュニケーションをとって事
業を進めているとはいえない状況であるが、プロジェクトの進捗に関する情報やモニタリング

データを提供するなどして、関係を深めていくことを検討している3。  
メキシコ側のオーナーシップは非常に高い。C/P のモチベーションは高く、CONAGUA はプ

ロジェクト実施に必要な予算を国家レファレンスラボラトリーと北部湾岸地域分析所に配分

した。メキシコ側のオーナーシップが高い要因としては、CONAGUA におけるプロジェクトの
必要性が非常に高いことがあげられる。プロジェクトの活動はラボの業務と完全に整合性があ

り、日常業務に完全に組み入れられている。このため、C/P は、通常業務が多忙でもプロジェ
クトの活動に参加でき、又、専門家が不在の間でも、移転された技術を日々の業務のなかで活

用できる。 
プロジェクトの進行における問題としては、CONAGUA の国家レファレンスラボラトリーで

時折停電が起こることがあげられる。停電により分析作業が中断されることがある。C/P はこ
                             
2 SSA を主体とし、関係機関で「Playas Limipas 委員会」を組織し、汚染の少ないビーチを提供しようとする活動。2003
年に開始された。 

3 質問票による調査では、地方の流域組織ラボラトリーからの回答者で、関連機関との連携が十分でないとする回答もあ
り、地方のラボラトリーも含めた CONAGUA 全体としての関連機関とのコミュニケーションの一層の緊密化が課題とな
りそうである。 



－9－ 

の問題の重要性を認識してきており、対策を検討している。 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は専門家、C/P ともよく参照しており、プ
ロジェクトの進捗を PDM に基づきモニタリングしている。プロジェクトの初めに、関係者の

間で PDM を明らかにし、共通の理解を得た。なお、PDM については本中間評価期間中に PDM
の見直しを行い、主として表現面で若干の修正を行った（詳細は第 3 章参照）。 

CONAGUA では、2008 年 5 月に、JICA 技術協力プロジェクト「水質環境基準策定プロジェ
クト」が並行して開始されている。同プロジェクトはメキシコ規格（NMX）の策定に関するも
ので、沿岸水質モニタリングに関する本プロジェクトとは相互に関連性が高く補完的な関係に

ある。2 つのプロジェクトを並行して実施することは、双方のプロジェクトの C/P にとって有
益であるといえる。国家レファレンスラボラトリーの職員が両方のプロジェクトの C/P を兼任
しており、これら C/Pの業務量が増加することが予想される。業務の過剰と重複を避けるため、
両方のプロジェクトで緊密に連絡をとり、プロジェクト活動のスケジュール調整を綿密に行う

こととしている。 

外部条件の影響は特にみられない。 

 

２－３ 各成果の達成状況 

PDM の各成果（アウトプット）の達成状況は以下のとおりである。 
 

アウトプット 1：北部湾岸地域事務所の沿岸水質モニタリング能力が強化される。 

 北部湾岸地域事務所の沿岸水質モニタリング能力は順調に強化されている。モニタリング

計画と標準作業手順書（SOP）が作成され既に分析に使用されている。分析技術には向上が
みられる。SOP に準拠した分析技術を確立するためには、当初の計画に基づき研修を継続し
ていくことが望まれる。 

 アウトプット 1 に関連する PDM の指標の達成度は以下のとおりである。 
 

表２－１ アウトプット１の指標達成状況 

1-1 北部湾岸地域の沿岸水質モニタリ
ングガイドラインが作成される。 

 

・モニタリングガイドラインが作成され、これ
に基づき、モニタリング計画が作成された。
第 2年次に提案された北部湾岸地域事務所管
轄区域内の新規モニタリング地点で実際にサ
ンプリングが実施された。 

1-2 塩水と底質サンプリングの基本項
目分析 SOP（16 種類）が作成される。 

 

・2008 年のモニタリング計画ではプロジェク
トで提案された分析項目と分析方法が新規に網
羅され、実際に塩水・底質サンプリング方法
と基本項目分析に関する SOP により沿岸水
質モニタリングが開始された。 

1-3 参照物質の認証値との比較により
得られる分析精度が向上する。 

・塩水・底質に関する基本項目分析に関しては、
2007年 10～11月の研修の際に参照物質により
分析精度が向上していることが確認された。 
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アウトプット 2：水質部の沿岸水質モニタリング能力が強化される。 

 CONAGUA 本部における水質部の沿岸水質モニタリング能力は向上しつつある。沿岸水質
モニタリング計画の素案が作成され、SOP が準備中である。精度管理試験が実施されており、
引き続き実施される予定である。 
 アウトプット 2 に関連する PDM の指標の達成度は以下のとおりである。 

 

表２－２ アウトプット２の指標達成状況 

2-1 新規のモニタリングガイドライン

に基づく地域沿岸水質モニタリング

計画が作成される。 

 

・標準モニタリングガイドラインに基づき、第

2 年次でメキシコ全土の沿岸水質モニタリン

グとして新規に設定すべき監視地点の提案

を行っている。 

2-2 塩水と底質中の有害物質分析 SOP
（7 種類）及び有害有機物質分析 SOP
（4 種類）が作成される。 

・第 3 年次で有害物質の SOP を準備する予定
となっている。現在準備中である。 

2-3 参照物質の認証値との比較により

得られる分析精度が向上する。 

・塩水・底質に関する基本項目分析に関して

は、2007 年 10～11 月の研修の際に参照物質

により分析精度が確認された。 

・有害物質分析項目については、2008 年 11 月

に実施の研修で精度を確認する予定。 

 

アウトプット 3：沿岸水質モニタリングに関する精度保証/精度管理（QA/QC）システムが改善

される。 

 アウトプット 3 に関する活動は 2008 年以降本格的に実施される予定であり、準備作業が

開始されたところである。アウトプット 3 に関連する PDM の指標の達成度は以下のとおり
である。 

 

表２－３ アウトプット３の指標達成状況 

3-1 国家レファレンスラボラトリーと

北部湾岸地域事務所間の精度管理試

験が少なくとも 1 年に 1 回実施され

る。 

・第 3 年次で塩水・底質分析に関する統一精度

管理試験の実施を予定し、現在その準備が行

われている。 

3-2 QA/QC プログラムによるデータ分
析報告書が 1 年に 2 回発行される。 

・第 3 年次で実施予定の塩水・底質分析に関す

る精度管理試験結果を基にしたデータ解析

レポートが作成される予定である。 

 

アウトプット４：中央分析所（国家レファレンスラボラトリー）と北部湾岸地域事務所の沿

岸モニタリングに関する研修機能が強化される。 

 アウトプット 4 に関する活動は 2009 年に本格的に実施する予定であるが、2007 年に試行

的に全国の地方における分析所（ラボラトリー）の職員を対象に技術移転のための研修が実

施された。研修を受けた人材が異動したあとも CONAGUA のなかで技術を定着させるため、
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プロジェクトでは、他の地域への技術移転を重要視している。実施した研修においては、国

家レファレンスラボラトリーと北部湾岸地域事務所の C/Pは講師としての役割を十分に果た
した。 

アウトプット 4 に関連する PDM の指標の達成度は以下のとおりである。 
 

表２－４ アウトプット４の指標達成状況 

4-1 年間研修計画に基づき少なくとも

3 つのトレーニングコース（サンプリ

ング、基本、有害物質）が実施される。 

・第 4年次で本格的に計画されているが、一部試

行的に 2007 年 10～11 月に全国地方ラボラト

リー職員対象の研修が実施され、塩水・底質

サンプリングと基本項目分析の能力強化が

行われた。 

 

２－４ プロジェクト目標及び上位目標の達成見込み 

 プロジェクト目標及び上位目標の達成見込み状況は以下のとおりである。 

 

プロジェクト目標：CONAGUAの沿岸水質モニタリングに関するレファレンス機能が強化される 

 SOP の準備が進められており、プロジェクト期間の途中ではあるが、既にドラフトを配布
し改訂の準備を行うなど、作成は順調に進んでいる。 

プロジェクト目標の指標の達成度は以下のとおりである。 

 

表２－５ プロジェクト目標の指標達成状況 

1. 3 種類の SOP〔塩水・底質のサンプ
リング、基本項目分析（16 物質）、毒

性項目分析（11 分析）〕の各地方分析

所からのコメントを反映した最終版

（NMX 案）が作成される。 
 

・塩水・底質のサンプリング手法が作成された 

・サンプリングガイドライン及び基本項目分析

（17 物質）のドラフト SOP は作成済み。 
・毒性項目分析（11 物質）の SOP は作成の準
備を行ったのみでいまだ策定されていない。

第 3 年次以降を予定。 

2. 承認された SOP が 11 の地域分析所
に導入される。 

・この指標に関する活動は順調に行われてお

り、達成される見通し。 

・塩水・底質のサンプリング手法が北部湾岸地

域事務所に配布された。 

・サンプリングガイドライン、基本項目分析の

SOPについては、10～11 月の全国ラボラトリ
ー職員を対象としたサンプリング、基本項目

分析に関する研修において配布・使用。研修

の参加者は SOP をそれぞれの分析所に持ち
帰り、研修で習得した分析方法を繰り返し実

施し、方法の習熟を行う。その際に得た疑問

点、改良点等を北部湾岸地域事務所経由で国

家レファレンスラボラトリーにフィードバッ
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クし、国家レファレンスラボラトリーがそれ

らを取りまとめ、SOPのドラフトファイナル
を完成させる。 

・基本項目分析（17 物質）の SOP が北部湾岸
地域事務所に配布された。 

 

上位目標：CONAGUA の沿岸地帯における水質管理能力が強化される 

 上位目標の指標に結びつく活動は今後行う予定であるものが多いが、一部の指標は既に達

成されている。なお、指標 3 の NMX については、メキシコ国内の規格制定のための手続き
に負うものであり、プロジェクトの枠内でコントロールできない要素を含んでいる4。調査中

の聞き取りでは、プロジェクト期間中に NMX 案が作成されれば、プロジェクト終了後 3～5
年で NMX として成立する見込みということであるので、メキシコ側の諸手続きが順調に進
めば、プロジェクト終了後 5 年程度で指標 3 は達成されるものと考えられる。 

 

表２－６ 上位目標の指標達成状況 

1. 精度管理体制が 11 の地域分析所に

導入される5。 

・この指標に関する活動は、3 年次（2008 年度）

以降実施予定。 

2. 沿岸水質モニタリングの結果が国家

水統計に公開される。 

・既に SEMARNAT のホームページでビーチの
エンテロココスのモニタリング結果が公開

されている。 

・その他の結果は WEB による情報公開の準備
を行っている。 

3. 海水分析手法にかかわる NMX が確
立される。 

・プロジェクト期間では SOP の確立を行う。
SOP の確立及びその後の基準としての確立
については現時点で見込める。 

4. モニタリングデータに基づき、優先

管理地域が特定される。 

・この指標に関する活動は 3 年次（2008 年度）

以降実施予定 

 

 

                             
4 NMX 承認の手順は、CONAGUA での聞き取りによれば、NMX 案の最終ドラフトができたあと、CONAGUA も含め様々
な専門家で検討し「規準委員会」に提出する NMX 案とする。これを規準委員会で検討し、承認が出れば正式な NMX
案として官報に掲載する。60 日間のパブリック・コメント期間をおいたのち、正式な NMX として成立し官報に掲載さ
れる。 

5 正確には、国家レファレンスラボラトリーと 10 の地域分析所になる。改訂 PDM で修正を行った（詳細は第 3 章参照）。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価結果の総括 

３－１－１ プロジェクト全体の進捗状況の確認について 

 これまでプロジェクトでは、主に成果 1「北部湾岸地域事務所の沿岸水質モニタリング能

力の強化」及び成果 2「水質部の沿岸水質モニタリング能力の強化」について活動を行って

きているが、国家水委員会（CONAGUA）及び専門家チームの緊密な協力関係の下、当初の
予定どおり活動が進められ、沿岸水質モニタリングガイドラインの策定、ガイドラインに基

づいたサンプリングと分析（塩水及び底質の基本項目、毒性物質）に係る標準作業手順書

（SOP）案の作成、塩水・底質に係るサンプリング・分析精度向上等の成果が達成されてお
り、プロジェクト目標等の大幅な変更は必要なしと確認された。以上の評価結果及び今後も

これまでどおりプロジェクトを進めていくことで CONAGUA 側と合意した。 
 

３－１－２ 移転された沿岸水質モニタリング技術の共有及び普及について 

 専門家チーム等の報告から、特に北部湾岸地域事務所の職員は勤続年数が長く、年齢が高

い職員が数名いるためプロジェクト終了後数年で退職する可能性があることが確認されて

いたため、プロジェクトの持続性を確保するためのカウンターパート（C/P）に移転された
沿岸水質モニタリング技術の CONAGUA 内での共有及び他の関連機関への普及方法につい
て CONAGUA 側と協議した。  
 まず、北部湾岸地域事務所において職員の退職の可能性について確認したところ、ラボラ

トリー長を含め 3 名が退職する可能性があるとのことであった。ラボラトリーにいる職員は

30 年前に入った職員がほとんどであり、かつてこのラボラトリーには 30 名の職員がいたが

30 年前から増員がないため現在では 10 名程度に減っている。1990 年に当時の大統領の政策

により、「水利専門家」として契約職員（＝契約職員であるため、正規職員ではないが、午

前 9 時～午後 6 時までフルタイムで勤務）が 2 名増員されたのみである。 

 メキシコ政府による「小さな政府」の方針により、政府職員数の削減が進められており、

退職した職員の補充及び増員は非常に難しい状況である。特に「任意退職プログラム〔この

プログラムに登録し退職すると通常の年金に加えて、「退職一時金」が支給されることにな

っている（1985 年から組合員に対して、2003 年から非組合員に対して適応されたが、大量

の非組合員が退職したため現時点では非組合員に対しては停止）〕」により退職した職員の補

充ができないこととなっており、北部湾岸地域事務所では 3 名の退職予定者のうち 2 名が「任

意退職プログラム」で退職することとなっている。北部湾岸地域事務所では、この 2 名が担

当している分野については、他の職員が JICA から移転された技術の共有も含めて、分担す
ることとなっており、これまでも退職した職員の業務を質を落とすことなく分担して継続し

てきた経験があることから、その経験を生かして今回のプロジェクトで移転された技術につ

いても確実に共有・継承していくとのことであった。 

 また、本部の水質部では、CONAGUA 内での技術の共有に加えて、CONAGUA 職員の削減
に対して、（「小さな政府」方針は変わらないため職員減を止めることはできないが）、最低

限の職員数を確保するように働きかけるとともに、以下のような方策により移転された技術

を可能な限りメキシコ国内に普及・定着していく旨表明があった。 
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・（州は「小さな政府」の対象となっておらず職員数削減の可能性も低いため）各州にある

ラボラトリーとの連携により、州ラボラトリーへの技術移転等に努める。 

・州以外のラボラトリー〔保健省（SSA）のラボラトリー、民間ラボラトリー等〕との連
携についても積極的に図り、技術の普及に努める。 

 上記の点については、協議議事録（M/M）においても CONAGUA 側と確認した。 
 

３－１－３ 他の関係機関との連携について 

 「Playas Limpias Program（きれいなビーチプログラム）」のなかで沿岸域の大腸菌のモニタ
リングを行っている SSA を含め、州ラボラトリー等との連携について、本プロジェクトの進
捗報告、情報共有、研修への招待等の CONAGUA のこれまでの取り組みを確認するとともに、
今後の連携強化について M/M で確認した。 

 

３－１－４ （評価結果を踏まえた）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の変更に
ついて 

 中間評価調査期間中には、C/P 機関とともに、PDM の見直しを行った。プロジェクトがお
おむね順調に進捗しており、PDM は関係者の間で明確になっていることから、大きな方向の
修正はないと考えられる。事実関係を勘案したうえ、主として表現面での若干の修正を行っ

た。主な修正点は以下のとおりである。原文の英語による改訂 PDM（PDM Version 2）につ
いては、付属資料 1 の M/M の ATTACHMENT を参照のこと。 
 

表３－１ PDM の修正点 

項 目 修正前（PDM 1） 修正後（PDM 2） 修正のポイント 

上位目標の指
標 1 

精度管理体制が 11 の地域
分析所に導入される。 

沿岸水質モニタリングを
管轄している国家レファ
レンスラボラトリーを含
む 11 の分析所に精度管理
体制が導入される。 

沿岸水質モニタリングを
行っている地域分析所（ラ
ボラトリー）は 10 であり、
修正前の 11のうち 1件は、
国家レファレンスラボラ
トリーであるため、事実に
即して修正した。 

上位目標の指
標1の指標入手
手段 

11 の地域分析所の国際標
準化機構（ISO）17025 認証 

11 の分析所の ISO17025 認
証 

上記同様 

プロジェクト
目標の指標 1 

3 種類の SOP〔塩水・底質
のサンプリング、基本項目
分析（16 物質）、毒性項目
分 析 （ 11 物 質 ）〕 が
CONAGUA 長官により承
認される。 

3 種類の SOP〔塩水・底質
のサンプリング、基本項目
分析（16 物質）、毒性項目
分析（11 物質）〕の、各地
方分析所からのコメント
を反映した最終版（NMX
案）が作成される。 

SOP についての長官によ
る「承認」という手続きは
公式になく、「公文書」等
の発行も行わないことが
明らかになったため、実際
の手続きに合わせて変更
した。 

プロジェクト
目標の指標 1 
の入手手段 

CONAGUA 長官が署名し
た公文書 

SOP最終版 
（NMX案） 

上記同様 
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プロジェクト

目標の指標 2 

承認された SOPが 11 の地
域分析所に導入される。 

SOP 最終版（NMX 案）が
沿岸水質モニタリングを

管轄している国家レファ

レンスラボラトリーを含

む 11 の分析所に導入され

る。 

分析所、SOP最終版等の語
句の使い方につき、上記、

上位目標の指標、プロジェ

クト目標の指標等と同様

修正した。 

プロジェクト

目標の指標2の

入手手段 

CONAGUA年次報告書 CONAGUA年次報告書 
C/Pへのインタビュー 

実際の活用状況を把握す

るため、C/P へのインタビ
ューを追加する。 

アウトプット 3

の指標 3-2 

精 度 保 証 / 精 度 管 理
(QA/QC)プログラムによ
るデータ分析報告書が1年

に 2回発行される。 

QA/QC プログラムによる
データ分析報告書が1年に

1回発行される。 

CONAGUAでは、淡水も含
めて 1年に 1度レポートを

発表している。この制度を

考慮し、1年に 1回とした。 

アウトプット 4

の指標 

4-1 のみ （4-2 として追加） 

北部湾岸地域事務所を除

く沿岸水質モニタリング

を管轄する9つの各地域分

析所から少なくとも1名の

職員が研修に参加する。 

成果 4の指標は「研修コー

ス 数 と そ の 実 施 回 数

（4-1）」のみであり、研修

受講者数についての指標

を設定することで、波及効

果に関する指標を明確に

した。 

 

 今後の評価にあたっては、PDM 上の指標に関連する定性的事項についても検討したほうが
より望ましいと考えられる。例えば、上記表中「アウトプット 4」の指標は、「研修コース数

とその実施回数（指標 4-1）」と今回追加した「各分析所から少なくとも 1 名の参加（4-2）

であるが、合わせて、参加者の満足度や技術の向上度合いを成果として評価できればより適

切である。これは、成果 4 の指標入手手段で「各種研修記録」とあり、今次調査での聞き取

りによれば、プロジェクトでは、参加者の満足度や研修前後の技術水準の変化等を研修記録

に残す予定とのことであったので、定性的評価が可能であると考えられる。なお、PDM の指
標のなかで、「分析精度が向上する」という表現がみられるが（アウトプットの指標 1-3、2-3）、

これについては、分析結果のばらつきが少なくなるという意味であり、数値目標等は入れて

いないが、プロジェクトの記録などから客観的に評価できるものである。 

 

３－１－５ 技術移転の対象となるカウンターパート（C/P）について 
 現在 C/P については、北部湾岸地域事務所の職員の何名かがプロジェクト終了後 3 年以内
に退職する予定でありプロジェクトの持続性の観点から、9 つの地方ラボラトリーが C/P と
して指名されている。C/P として指名された場合には、技術移転の直接の対象となる一方で、
人件費、施設提供等の応分の負担を負う必要があるが、実際には、9 つの地方ラボラトリー

の職員は、研修やトレーニングを通して間接的な技術移転の対象となっている状況である。

よって、より正確に現状を反映した C/P の配置とするために、地方ラボラトリの職員につい

ては「Collaborator（協力者）」として再整理することで CONAGUA 側と合意した。 
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３－１－６ 今後のプロジェクトの活動について 

 今年度は主に成果 3「沿岸水質モニタリングに関する精度管理システムの改善」に向けて

活動を行い、来年度は主に成果 4「研修機能強化」を図る予定であること、これまでと同様

今後のプロジェクトの活動についても専門家チームとの緊密な協力関係の下、予定どおり進

めていくことを M/M において合意した。 
 

３－１－７ 上位目標の達成 

 上位目標は「CONAGUA の沿岸地帯における水質管理能力の強化」と定められ、以下の指
標が設定されている。 

1．精度管理体制が 11 の地域分析所に導入される。 

2．沿岸水質モニタリングの結果が国家水統計に公開される。 

3．海水分析手法に係わる NMX が確立される。 
4．モニタリングデータに基づき、優先管理地域が特定される。 

 各指標の達成可能性について協議し、「3. NMX の確立」についての認証までの期間を含
めた実現可能性も含め上位目標がプロジェクト終了後の 3～5 年後に達成される見込みであ

ることを確認した。 

 

３－１－８ 水質汚濁対策能力強化プログラムについて 

 本プロジェクト及び「メキシコ水質基準策定能力強化プロジェクト」は「メキシコ水質汚

濁対策能力強化プログラム」の主要コンポーネントである。「水質基準プロジェクト」は本

年 6 月に開始予定であり、C/P は同じ CONAGUA であることから、今後両プロジェクトを進
めていくにあたっての効果的な連携について協議を行い、今後水質基準プロジェクトが本格

的に始動していく過程で連携についても継続的に協議を行っていくことで合意した。また水

質汚濁対策能力強化プログラムのなかで 2 つのプロジェクトの成果を水管理政策に効果的に

反映させていくための、個別専門家の派遣の可能性についても協議を行い、専門家の具体的

な TOR 等について引き続き協議を行っていくことで合意した。 
 

３－２ 評価５項目による分析概要 

３－２－１ 妥当性（Relevance） 
 メキシコの政策、水分野のニーズ、日本の対メキシコ ODA 方針に照らし、妥当性は高い。 
 メキシコの「国家水計画」の目標 3「流域と帯水層における統合的・持続的水管理の推進」

のうち、戦略 2 で「統合的水質管理における水質の改善強化」があげられており、水質の改

善はメキシコの政策の重要課題になっている。水質に関連する本プロジェクトのプロジェク

ト目標と上位目標は、メキシコの水分野の政策と整合性がある。 

 水質の改善にあたっては、政策立案の裏づけとなるデータを適切にとったうえで意思決定

を行うことが必要で、そのためにモニタリングを行ってデータをとることが重要である。 

 メキシコにおいて、沿岸水質モニタリングのニーズは高い。メキシコでは、これまで、淡

水のモニタリング技術は比較的高かったが、海水に関するモニタリング技術・基準が確立さ

れていなかった。このため、政策策定と意思決定に不可欠な海水に関する時系列の包括的な

データが存在しなかった。また、メキシコでは、経済開発の側面から観光で国際競争力をも
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つことが重要課題で、国家衛生リスク防止委員会（COFEPRIS）、CONAGUA、その他関連機
関の協調により「Playas Limpias」等の取り組みを行っているが、こうした取り組みを推進し
対象ビーチが国際水準の認証を受けるためには、沿岸水質に関する正確、包括的で信頼性の

高いデータが不可欠である。このような背景から、沿岸水質モニタリングに焦点を当てた本

プロジェクトは、妥当性が非常に高い。 

 プロジェクトは日本の ODA 政策からも妥当性が高い。日本の対メキシコ ODA 政策におけ
る重点分野は、人間の安全保障の向上と貧困削減、産業開発と地域振興、地球環境問題及び

水の衛生と供給に関する協力であり、水質に関する本プロジェクトは日本の ODA 政策の重
点分野に合致している。また、日本は公害対策・水質汚濁分野で豊富な経験があり、この分

野における技術優位性は高い。 

 

３－２－２ 有効性（Effectiveness） 
 有効性は高い。プロジェクト目標である CONAGUA のレファレンス機能の強化は順調に進
んでいる。 

 アウトプットは順調に達成されつつあり、今後も順調にプロジェクトが進捗すれば、プロ

ジェクト目標は達成される見込みである。アウトプット 1、2 に関する指標は順調に達成さ

れつつある。アウトプット 3、4 に関しては、今後の活動が中心になるが、既に一部活動を

開始している。これまでの活動により、アウトプット 3、4 に係る活動を遂行できる技術力

を C/P が習得しつつあると考えられ、プロジェクト終了時までには、アウトプット 3、4 も
達成できる見込みである。今次調査の段階では、質問票の回答によれば、地方ラボラトリー

からの研修参加者の研修に対する評価がまだ若干低い回答もあった。これまでの活動では地

方ラボラトリーに対してはテレビ会議による研修を行ったものであり、今後研修活動が本格

化すれば評価も変わるものと予想されるが、研修にあたっては、地方ラボラトリーからの参

加者のニーズの取り込みを検討することが有用と考えられる。 

 4 つのアウトプットはいずれもプロジェクト目標の達成に貢献しており、論理的に整合性

がある。アウトプット１とアウトプット 2 を通じ、北部沿岸事務所と水質部の能力が強化さ

れることが期待されている。アウトプット 3 で、全国規模のモニタリングネットワークの確

立に不可欠な QA/QC システムを構築する。これら 3 つのアウトプットを強化・定着させ、
プロジェクトの成果を普及させるため、CONAGUA の研修機能を強化する（アウトプット 4）。
これら 4 つのアウトプットすべての結果としてプロジェクト目標が達成されるものと期待さ

れている。これまでの活動を通じ、国家レファレンスラボラトリーと北部湾岸地域事務所の

職員の能力は顕著に向上している。 

 成果達成の促進要因としては、プロジェクトの内容が沿岸水質モニタリングに焦点が絞ら

れており、めざすべきものが関係者の間で明確であったことがあげられる。プロジェクトで

導入した技術は新しい技術で、関係者の関心が高かったこと、そのためメキシコ側のコミッ

トメントが組織全体として、又、C/P 個人としても高く、プロジェクトに責任をもって取り
組んだ。C/P の技術的レベルが高かったことも、促進要因のひとつである。日本側は、プロ
ジェクト実施に必要なリソースを提供した。専門家の技術水準も高く経験が豊富で、熱意を

もってプロジェクトに取り組んだ。CONAGUA では、既に、年間計画においてプロジェクト
で導入された分析技術を使って業務を行うよう指示しているので、全国レベルで成果が定着
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しやすいと考えられる。 

 プロジェクト目標達成に向けた課題としては、CONAGUA の予算及び人員があげられる。
予算に関しては、CONAGUA では、今年度は史上最高の予算額が配分されたが、手続き上の
規定によりタイミングよく支出することに困難を来している。人員に関しては、プロジェク

トで研修した C/P の一部があと数年で退職する見込みになっており、これら人員の補充の見
込みが現在のところ明確でないため、CONAGUA では、移転された技術の持続性と普及を考
慮し、後任の人材を確保することを試みたり、他の地方ラボラトリーに技術を移転するなど

の対策を講じている。その他、一部の地方ラボラトリーでは、プロジェクトで導入された技

術を用いて分析を行うために必要な機材や消耗品がないことが、課題としてあげられる。 

 アウトプットとプロジェクト目標の達成のためには、今後も予定されていた活動を円滑に

進め、技術レベルを向上させ普及していくことが肝要である。 

 

３－２－３ 効率性（Efficiency） 
 日本側・メキシコ側とも、必要な投入を実施しており、効率性はおおむね高い。 

 日本人専門家は専門性が高く熱意をもって活動に取り組んでいる。短期ベースで派遣され

ているため、CONAGUA に日本人専門家が誰も派遣されていない時期があるが、専門家がい
ない期間も C/P は習得した技術を活用して業務を遂行している。これは、プロジェクトの活
動が CONAGUA の通常業務に組み込まれているため可能になっている。専門家が派遣されて
いない間に、専門家と C/P の間で E メールや電話でもっとコミュニケーションがとれれば、
より効果的となろう。 

 本邦研修の実施は効果的であった。本邦研修により、C/P は分析・モニタリングに必要な
技術を習得することができ、又、日本のモニタリングの全体像を把握することができた。本

邦研修参加者は、習得した技術を通常業務で活用している。また、研修の成果を、合同調整

委員会（JCC）や CONAGUA の国際部に報告し、他の C/P にレクチャーを行ったり通常業務
のなかで指導を行うなどして、関係者で共有している。本邦研修に参加した C/P の 1 名が、
近く退職する予定でいる6。CONAGUA によれば、この C/P の後任は補充する予定とのことで
あるが、退職までに CONAGUA 内で他の C/P に適切な技術移転が行われる必要がある。 
 供与機材は有効に活用され、アウトプットの発現に貢献した。供与機材はすべて技術移転

にとって必要不可欠であり CONAGUA の通常業務で活用されている。機材のメンテナンス状
態はおおむね良好である。供与機材は、既に、CONAGUA の備品リストに登録され、年間メ
ンテナンスプログラムのなかに組み込まれており、維持管理システムができている。北部湾

岸地域事務所に供与した機材のうち 1 点、分光計（spectro-fotometer）の基盤が壊れ、中間評
価時点では使用されていなかったが、保証で修理できる見込みで、近々復旧するとのことで

あった。機材に関しては、メキシコのサプライヤーの手続きにより、機材の調達・修理に時

間がかかることが課題である。例えば、カドミウム還元コラムが、これを使って技術移転を

行う予定であった研修コースまでに届かず、研修日程の再調整を余儀なくされたことがある。

このほか、技術移転に必要なガラス器具の一部がメキシコ国内で調達できないものであった

が、プロジェクトでは同等品を使っており、現在のところ分析作業に大きな影響は出ていない。 

                             
6 CONAGUAでは、これまで「定年」に相当するものがなかったが、「小さな政府」の方針から職員数を削減する政策を進
めており、早期退職者には有利な退職金プログラムを提示している。また早期退職を促すための年金制度の改定等も行
っている。これらプログラムによりあと数年で退職する見込みの職員が、C/Pに何人かいる。 
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 メキシコ側は適切な専門性をもつ C/Pを十分に配置している。他地域への活動の普及を考慮
し、C/Pを拡大することが検討され、北部湾岸地域以外の 9 つの地方流域組織ラボラトリーの
職員が協力者（Collaborator）として活動している。 
 メキシコ側はプロジェクトに必要な予算と機材を用意した。C/P 側が購入した機材（プラ
ズマインダクション）はプロジェクトの活動に有効であった。メキシコの予算執行の手続き

が複雑で、予算が配分されても執行に時間がかかることがあり、プロジェクトの進捗に影響

が出るケースが見受けられる。例えば試薬が研修で必要なときまでに届かないなどである。 

 JCC は、必要に応じ開催しており、関係者でプロジェクトの進捗を確認し課題について検
討する機会となっている。JCC には C/P の全員が参加するわけではないが、結果は C/P 全員
に報告され、関係者の間で情報共有がなされている。  
 JICA の他のプロジェクトとの相乗効果がみられる。2008 年 5 月に水質基準策定プロジェ
クトが開始され、一部の C/P は両方のプロジェクトに関与している。これにより、C/P の技
術レベルが一層向上するものと見込まれる。また、1999～2000 年にかけて、北部湾岸地域事

務所の管轄地域で開発調査「沿岸部水質環境モニタリング計画調査」を実施しているが、こ

のなかで技術研修を行ったことで、C/P はガスクロマトグラフィの分析技術に既に通じてお
り、本プロジェクトでの技術移転が円滑に行われた。また、開発調査で CONAGUA が JICA
事業の進め方に慣れていたことも、本プロジェクトに有効であった。 

 

３－２－４ インパクト（Impact） 
 プロジェクトが今後も進捗を続ければ、上位目標は達成されると考えられ、インパクトは

高い。 

 現時点で、沿岸水質モニタリングのシステムの構築は順調に進捗しており、CONAGUA の
沿岸水質モニタリング及び管理の能力は強化されつつある。このままプロジェクトが順調に

進めば、将来的には上位目標の指標が達成される見込みは高い。現時点で確立しようとして

いる QA/QC システムは、メキシコ全土の分析所に導入される見込みである（上位目標の指
標 1）。分析技術の向上により沿岸水質モニタリングの結果は適切に収集され、統計に取りま

とめられて近い将来公開される予定である（指標 2）。プロジェクトを通じてモニタリング計

画が作成されモニタリングデータが整備されれば、優先管理地域が特定されるものと考えら

れる（指標 4）。上位目標の指標の 3「NMX の確立」については、NMX 委員会の承認という
外部条件によるところが大きい。NMX 制定の手続きには時間がかかり、プロジェクトの枠
内ではコントロールできないものである。しかしながら、プロジェクトで NMX 制定の評価
にあたる委員会や組織が承認するに足る適切な NMX 案を作成できる見込みは、十分高い。 
 プロジェクトで移転された技術は、研修を通じ、メキシコ国内の北部湾岸地域事務所から

全国の地方ラボラトリーに広がっている。現在、プロジェクトで導入した技術は、地方ラボ

ラトリーの通常業務のなかで試行的に活用されており、地方ラボラトリーでのフィードバッ

クを受けて技術に改善を加え、全国システムとして確立する予定である。こうしたことによ

り、長期的には、プロジェクトによる技術は沿岸水質の向上に資するものと期待されている。

これまでメキシコにおいては、沿岸水質モニタリングは十分に行われていなかったため、プ

ロジェクトによるインパクトは大きいと見込まれる。 

 よりインパクトを出すためには、まず、地方ラボラトリーの関与を高めモニタリングの技
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術とシステムを普及することがあげられる。そのためには、地方ラボラトリーに対して研修

を実施するための予算を確保することが重要になる。また、全国で標準化された沿岸水質モ

ニタリングを行うためには、各地方ラボラトリーでの資機材を標準化することが課題になる。

現状では、地方ラボラトリー間で機材が異なっており、同じ質の分析を行うことが困難にな

っている。さらに、他の関連機関との協力を深めていくことが重要である。COFEPRIS 等関
連機関も沿岸水質モニタリングを行っていることから、これら機関との間で技術や情報の交

換をすることで、インパクトを高めることができると考えられる。 

 予期しなかったインパクトがいくつか認められる。本プロジェクトは沿岸水（塩水）に特

化したものであるが、プロジェクトのなかで淡水のモニタリングにも適用できる技術が開発

された。例えば葉緑素 A の分析技術などは、淡水にも応用できるものである。また、プロジ
ェクトを通じ、CONAGUA 内のコミュニケーションが促進され、COFEPRIS 等関係機関との
関係が強化されたことがあげられる。 

 負のインパクトは特に報告されていない。 

 

３－２－５ 自立発展性（Sustainability） 
 政策面、技術面、財政面からみて、自立発展性はおおむね見込める。 

 沿岸水質は今後も政府の重要課題であると考えられる。水資源管理において水質は重要な

課題であり、又、淡水に比較し塩水のモニタリング技術の改善は今後も必要と考えられる。 

 技術的自立発展性は高い。CONAGUA 水質部と北部湾岸地域事務所の C/P は十分な技術を
習得し、日常の分析・モニタリング業務で活用している。プロジェクト活動の成果はモニタ

リング計画や SOP の形でまとめられており、プロジェクトで養成された沿岸水質モニタリン
グ能力は維持されるものと期待される。また、CONAGUA では、プロジェクトで移転された
技術を既に年間計画に取り入れており、プロジェクトの成果は CONAGUA の通常業務として
定着するものとみられる。CONAGUA 全体で技術的自立発展性を高めるためには、地方ラボ
ラトリーの技術的レベルの統一を図り、モニタリングネットワークを強化することが鍵とな

ろう。 

 人材の配置を含めた財政面での自立発展性が今後の課題となる。人員の配置については、

技術移転された C/P の退職が数年先に予測されているため、CONAGUA では、人員の補充の
折衝と技術の継承のための方策の検討を行っている。技術の継承については、マニュアルや

SOP の拡充、他の地方ラボラトリーを含めた CONAGUA 全体への技術の普及が促進要因とな
る。「小さな政府」の政策により、CONAGUA では、長年にわたり職員が減少する傾向にあ
るが7、これまでも人員交代があっても組織内で技術を蓄積・継承してきたので、今後も人員

削減のなかで技術を継承していく体制はできているとしている。予算については、予算総額

よりも、配分と手続きがより問題となっている。予算額は十分に配分されても、執行が認め

られるまでに時間がかかり業務の遂行に支障が出るケースがある。予算・人員が限定される

なか、自立発展性を高めるためには、効率的な予算配分・人員配置とその活用を考慮するこ

とが望まれる。予算・人材面での自立発展性に関しては、特に、地方ラボラトリーにおいて、

懸念が大きいと考えられた8。上記インパクトで述べたとおり、地方ラボラトリーも含めたネ

                             
7 調査中の聞き取りによれば、例えば、北部湾岸地域事務所では、かつて 30 名いた職員が現在 10 名程度になっている。 
8 質問票による調査結果で、地方ラボラトリーにおける予算・人材配分の将来的見通しに対する評価は、他の質問項目に
比較し、低くなっている。 



－21－ 

ットワークの構築が、将来的なインパクト、自立発展性を高めるためには不可欠と考えられ

るので、地方でも予算・人材の確保には、特に配慮する必要がある。 

 長期的に自立発展性を高めるには、水質モニタリングを実施している他の関連機関との協

同の取り組みが考えられる。これら関連機関にも技術を普及し同じ技術をもち合うことで、

自立発展性が高まる。協力が進めば、将来的には予算増額につながることも考えられる。 

 

３－３ 結 論 

 これまでプロジェクトは円滑に実施され順調に進捗している。このまま順調に進捗すれば、

プロジェクト期間終了までにプロジェクト目標は達成される見込みである。したがって、プロ

ジェクトの方向性を変更する必要は認めない。プロジェクトの残り期間では、移転された技術

を CONAGUA 内で継承していくための措置が求められている。 
 

３－４ 提言と教訓 

３－４－１ 提 言 

 移転された技術の強化・継承を行うことが課題である。特に、ここ数年の間に退職者が見

込まれているため、この点は重要であり、特定の個人が退職しても知識や技術が CONAGUA
のなかで継承されるシステムを確立することが必要である。そのために、マニュアルや SOP
の整備を行う。また、他地域への技術の普及を促進するため、プロジェクトの残り期間では、

CONAGUA 水質部と北部湾岸地域事務所の研修機能の強化に重点を置く。研修機能の強化に
より、他の地方流域組織のラボの能力が強化され、退職する C/P を補完できるようになるも
のと思われる。 

 全国規模のモニタリングネットワーク構築のため、他の地方ラボラトリーへの技術の普及

を行う。プロジェクトで実施する研修には、他の地方ラボラトリーの職員も招待する。これ

は上記の技術の継承のうえからも重要である。 

 より効果的なプロジェクト実施に向けて、COFEPRIS 等水質モニタリングに関与している
関連機関との関係を強化する。また、環境天然資源省（SEMARNAT）との関係強化も検討す
る。そのためにモニタリングデータを含めた情報の交換を行う。プロジェクトの会議やその

他の機会にこれら関係機関を招待することも一案である。 

 

３－４－２ 教 訓 

 プロジェクトが順調に進捗している促進要因として、プロジェクトのニーズが高かったこ

と、プロジェクトの活動が C/P 機関の通常業務と整合性があったことがあげられる。プロジ
ェクト活動が通常業務に完全に組み入れられているため、C/P はプロジェクト活動を通常業
務と整合性のある形で進めることができた。また、プロジェクトの成果が C/P 機関の年間計
画に取り入れられることとなった。これにより、プロジェクトで導入した技術を他の地域に

普及しプロジェクトの成果を持続することが容易になっている。 
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３－５ 総括所感 

３－５－１ 人員の確保 

 CONAGUA では「小さな政府」の方針の下職員の増加ができない状況であったため、職員
の高齢化が進み、一般的に定年がないこの国では、任意退職制度により退職していく。職員

を簡単には増員できないが、努力することは重要である。 

 また、小さな政府に関する法律は州には適用されないので、州と協定を結んでラボラトリ

ーを州に移管させ、州が新規要員を雇用する試みも、グアダラハラ州と議論されているよう

である。 

プロジェクトの実施期間中は問題ないが、プロジェクト終了後、プロジェクトの成果を維

持していくためには、人員の確保が必要であり、引き続き、努力することが望まれる。 

 

３－５－２ 移転技術の維持 

 必要な人員を確保し、移転された技術を維持することは技術協力の前提である。 

人員確保については上述のとおりであり、移転技術の維持については、職員の高齢化が進ん

でいるなかで、1990 年に採用された水利専門家がおり、こうした比較的若い職員が技術維持

の中心となる。また、マニュアルの作成や内部研修等を行うことにより、移転技術の継承を

図る予定である。 

 これについても同様に、プロジェクトの実施期間中は問題ないが、プロジェクト終了後、

プロジェクトの成果を維持していくためには、移転技術の維持が必要であり、引き続き、様々

な手段で対応することが望まれる。 

 

３－５－３ 関係機関等との協力 

 CONAGUA、SEMARNAT、COFEPRIS など関係機関が沿岸モニタリングに関する活動を行
っており、情報共有や検討のために省間委員会や作業グループを設置すると聞いている。こ

のような機会は調整の場としても重要であり、継続的な実施が望まれる。 

 

３－５－４ 全 般 

 CONAGUA は意欲も高く、専門家チームともコミュニケーションがよく取れており、これ
までのところ順調に推移している。今後も引き続き成果の達成に向けて、努力の継続が望ま

れる。 
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Evaluation item Criteria of evaluation Necessary data and information Data source Means of analysis

Achievement Mexican side

Assignment of counterparts and
administrative personnel

Comparison with initial plan. Relevance of input Record of asigment of counterparts and administrative
personnel

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Supply of facilities and equipment Comparison with initial plan. Relevance of input Record of supply of facilities and equipment Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Local cost Comparison with initial plan. Relevance of input Record of local cost Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Japanese side

Dispatch of experts Comparison with initial plan. Relevance of input Record of timing, expertise and number of experts
dispatched

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Supply of facilities and equipment Comparison with initial plan. Relevance of input Reocrd of timing, specifications and quantity of facilities
and equipment supplied

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Counterpart training in Japan Comparison with initial plan. Relevance of input Record of timing, contents, number of training CP
courses in Japan

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Local cost support Comparison with initial plan. Relevance of input Record of support of local cost Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Achievement of
output

1-1 Coastal water monitoring plan prepared based on the
new guidelines.

1-2 A standard operational procedure for sampling, and
16 standard operational procedures for basic parameters
in saline water and sediment.

1-3 Results on analysis of reference materials are
improved compared to the accredited values.

2-1 Regional coastal water quality monitoring plan
prepared based on the new guidelines.

2-2 Standard operational procedures for 7 harmful
parameters and for 4 toxic organic pollutants in saline
water and sediment.

2-3 Results on analysis of reference materials are
improved compared to the accredited values.

3-1 A proficiency test is carried out between Northern
Gulf Regional Laboratory and National Reference
Laboratory at least once a year.

3-2 Data analysis report from the QA/QC program is
issued twice a year.

4. Training functions of National
Reference Laboratory and Northern
Gulf Regional Laboratoy on coastal
water quality monitoring are
strengthened.

4-1 At least three (3) training courses (such as for
sampling, basic and toxic parameters) are conducted
based on an annual training plan.

Training records Training records,
Project report, CP, experts

Document review, Questionnaires,
Interview

Achievement of
project purpose

1. Three (3) kinds of standard operational procedures
(such as for sampling, basic (16) and toxic parameters
(11) of saline water and sediment analysis are authorized
by General Director of CONAGUA.

1. Official document (Oficio) signed by General Director
of CONAGUA

2. The authorized standared operational procedures are
introdue in 11 regional laboratories.

2. CONAGUA's annual report

Achievement of
overall goal
(Expected)

The capacity of CONAGUA for
monitoring and control for the coastal
water quality is augmented.

1. QA/QC system is applied in 11 regional laboratories.
2. Coastal water monitoring results are released in the
National Water Statistics in Mexico.
3. NMX (Mexican Norms) for coastal water analysis
methods is established.
4. Prioirtized control areas are identified and designated
based on the monitoring data.

1 ISO 17025 accreditation of 11 regional laboratories.
2 The National Water Statistics in Mexico.
3 NMX (Mexican Norms)
4. CONAGUA annual report

ISO documents, the National Water
Statistics, NMX, CONAGUA annual report,
Project report, CP, experts

Document review, Questionnaires,
Interview

Evaluation Grid:  Coastal Water Quality Monitoring Network Project

1. The capabilities of coastal water
quality monitoring in the Basin
Organization of Northern Gulf are
strengthened.

The reference functions of
CONAGUA on the coastal water
quality monitoring are strengthened.

2. The capabilities of coastal water
quality monitoring in the Manager's
Office of Sanitation and Water Quality
are strengthened.

3. The Quality Assurance and Quality
Control (QA/QC) system of water
quality monitoring of coastal water
quality monitoring is improved.

20-Jun-08

Monitoring plan
Standard Operational Procedures (SOP)
Analysis results and report

Monitoring plan
Standard Operational Procedures (SOP)
Analysis results and report

Results on the proficiency tests
Data analysis reports

Document related to SOP, CONAGUA's
annual report,
Project report, CP, Experts

Document review, Questionnaires,
Interview

Results on the proriciency tests, Data
analysis reports,
Project report, CP, Experts

Document review, Questionnaires,
Interview

Input

Items of investigation

Monitoring plan, SOP, Analysis results and
reports
Project report, CP, experts

Document review, Questionnaires,
Interview

Monitoring plan, SOP, Analysis results and
reports
Project report, CP, experts

Document review, Questionnaires,
Interview



Evaluation item Criteria of evaluation Necessary data and information Data source Means of analysis

Progress of activities Activities are being implemented as
planned.

Progress of each activity Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Monitoring system is adequate. Monitoring system of the Project progress and
implementation of monitoring

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Modification of PDM has been done
adequately.

Record of modificaiton of PDM Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Measures to respond to the changes
of important assumptions has been
taken.

Experiences to repond to changing important
assumptions

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Communication between Mexican and
Japanese sides are made smoothly.

Process of communication Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Measutres to solve problems have
been taken.

Process to solve problems Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

The initiatives of CP are high. Initiatives of the Mexican side Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Sufficient budget is secured. Record and plan of budget allocation of the Mexican
side for the Project

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Assignement of personnel is adequate. Record and plan of assignment of personnel of the
Mexican side for the Project

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Collaboration with
other organizations

Collaboration with other related
Mexican organizations and other
assistance agencies are being
effectively implemented.

Record of meeting and discussions with other related
organizations

Project report, CP, experts, personnel at
related agencies

Document review, Questionnaires,
Interview

Items of investigation

Implementation
Process

Ownership of
implementing
organizations in
Mexico

Relationship between
experts and
counterparts

Monitoring



1.Relevance 1.1 Relevance of the overall goal and project
purpose to the Mexican development policy

Comparison with government
development policy

Mexican development policies on water quality
monitoring

Mexican development policy papers on
water quality monitoring, CP, Experts

Document review, Questionnaires,
Interview

1.2 Relevance of the overall goal and project
purpose to the target group

Comparison with the needs of target
group

Importance of water quality monitoring in overall
development policies in Mexico

Mexican development policy papers on
water quality monitorng, CP, Experts

Document review, Questionnaires,
Interview

1.3 Relevance of the overall goal and project
purpose to the Japanese ODA policy

Comparison with Japanese ODA
policy

Japanese ODA policy to Mexico Policy papers of Japanese Ministries of
Foreign Affairs and JICA

Document review

2. Effectiveness 2.1 Achievement of Project Purpose Comparison with the indicators Document related to SOP, CONAGUA's annual
report

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

2.2 Contribution of each output to the
achievement of Project Purpose

Relation of each Output and Project Purpose Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

2.3  Influence of Important Assumptions Inhibiting factors of outputs to achieve the
Project Purpose and Outputs

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

3.  Efficiency Experts (number, field of expertise, timing of
dispatch)

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Supply of facilities (quantity, specifications,
timing of provision)

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

CP training in Japan (numbers, field of training,
timing )

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Local cost support Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Assignment of CPs ( number, field, timing) Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Project management cost Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Supply of facilities (land, facilities, and
equipment for project activities)

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Human resources (experts, CPs) Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Facilities, Equipment, Machines Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Budget allocation Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

3.4 Project management system Working process and function of Joint
Coordination Committee

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

4.  Impact Is the Project expected to
have an impact on
achieving overall goal?

4.1 Impact on the coastal water quality
monitoring in Mexico

Status and progress of medical
education system

Expected achievement level of Overall Goal and
the process of achievement in relation with
Project component

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

4.2 Unintended positive impact Positive cases experienced with the Project
including focal persons, and related
organizations

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

4.3  Unintended negative impact Negative cases experienced with the Project,
including focal persons and related
organizations

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Has the Project been
affected by Important
Assumptions?

4.4 Influence of Important Assumption Items influenced by the important assumption Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

5.1 Institutional (policies) aspect Relation of government policy with
Project

Mexican government policy in water quality
monitoring

Policy paper on water quality monitoring,
CP, experts

Document review, Questionnaires,
Interview

5.2 Financial aspect Financial status of CONAGUA Financial status of CONAGUA Documents on policy and budget of
CONAGUA, CP, experts

Document review, Questionnaires,
Interview

5.3 Technical aspect Status of water quality monitoring
system

Progress of improvement of technique of water
quality monitoring

Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

What are the contributing
and inhibiting factors for
sustainability?

5.4 Contributing and inhibiting factors Analysis of promoting and inhibiting factors Project report, CP, experts Document review, Questionnaires,
Interview

Means of analysis

Evaluation Grid:  Coastal Water Quality Monitoring Network Project

Are the overall goal and
project purpose still in line
with the policy directions of
both the donor and
counterpart countries and
the needs of the target
group?

How have inputs been
utilized and managed?

3.1  Appropriateness of Japanese input

3.2 Appropriateness of Mexican input

3.3 Utilization of inputs

Scale, timing and cost of Mexican
inputs and the benefits of them

Scale, timing and cost of Japanese
inputs and the benefits of them

Evaluation item Criteria of evaluation Necessary data and information

Has the Project produced
expected outputs? Has the
Project been effective?

Data sourceItems of investigation

30-Apr-08

5.  Sustainability

Has the Project had
unintended impact?

Is the benefit of the
Project expected to be
sustained after the donor's
assistance is terminated?

To what extent have input
been appropriate in terms
of scale, timing, cost, and
benefit?
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＜CONAGUA本部＞ 

Jose Antonio Rodriguez Tirado 計画局次官 

Maria Isabel Badillo Ibarra 戦略計画サブマネージャー 

Enrique Mejía Maravilla 水質部ジェネラルマネージャー 

Jesús García Cabrera 水質部技術局長 

Guillermo Gutierrez Gomez 国際局長 

Liliana Martin Escalante 国際局援助調整担当 

Grisell Medina Laguna 財務管理部資金援助プロジェクト運営管理サブマネージャー 

Irma González López セクタープログラム・サブマネージャー 

Claudia Nava Ramírez 全国モニタリングネットワーク・チーフ 

Margarita Lobato Celleros 全国モニタリングネットワーク・チーフ 

Norma Lilia Heiras クロマトグラフィー・チーフ 

Guadalupe Machado Osuna 水利専門家/原子吸光微生物担当 

Martha Zamudio Díaz    水利専門家 

Valia M. Goytia Leal 国家レファレンスラボラトリー担当 

Martha Bustamante Herrera 分析担当 

Martin Castro Juaréz 分析担当 

Sebastián Pérez Rodriguéz 分析担当 

Juan Jose Díaz Nigenda 分析担当 

 

＜CONAGUA北部沿岸事務所＞ 

Francisca Pabledo Muñez 北部沿岸ラボラトリー長 

Luis Manuel Camacho Martí 水質・環境インパクトプロジェクト・チーフ 

Irma Laura Martínez Plata 水利専門家 

Liliana Longoria Bolán 水利専門家（クロマトグラフィ・品質管理担当） 

Monica Miguel Gil 水利専門家（モニタリング担当） 

Jorge Alberto Rodríguez Galindo サンプリング担当 

Javier Viramontes Navarro シニア技術者 

 

＜CONAGUAバルサス事務所＞ 

Patricio Maya Vilchis 水質サブマネージャー 

Ubaldo Flores  ラボラトリー長 

 

 

３．主要面談者リスト 
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＜SEMARNAT＞ 

Gabriela Mercado 国際関係担当 

Roger Peniche Sala 国際関係二国間プログラム・サブディレクター 

Jose Guzman Kobayashi 沿岸海域局 

Jose Manuel Galiando 顧 問 

 

＜外務省＞ 

Cristina Ruíz Ruíz 科学技術協力局副コーディネーター 

Efrain del Angel アジア地域二国間協力プログラム副部長 

Cesar Arellano アジア地域二国間協力プログラム・コーディネーター 

Rolena Hernández アシスタント 

 

＜海軍省＞ 

Francisco Hernández 海洋部長 

Ivonne Vomend 化学部門担当 

 

＜COFEPRIS＞ 

Rocio Alatorre コミッショナー 

 

＜在メキシコ日本国大使館＞ 

尾原博志 二等書記官 

岩下徹 二等書記官 

 

＜JICAメキシコ事務所＞ 

川路賢一郎 所 長 

上條直樹 次 長 

礒貝白日 所 員 

Raquel Verduzco Dávila 技術協力プログラム担当 

 

＜プロジェクト専門家＞ 

石川邦男 株式会社建設技研インターナショナル 

小沼崇史 株式会社建設技研インターナショナル 

原田洋一 いであ株式会社 

渡辺恵史 いであ株式会社 

Miyoko Matsumoto 通 訳 




	表紙
	序文
	目次
	位置図
	写真
	略語表
	評価調査結果要約表
	第１章　中間評価の概要
	１－１ 中間評価調査の経緯と目的
	１－２ 評価者の構成
	１－３ 調査団派遣の日程
	１－４ 評価項目・評価方法

	第２章　プロジェクトの実績と現状
	２－１ 投入実績
	２－２ 実施プロセス
	２－３ 各成果の達成状況
	２－４ プロジェクト目標及び上位目標の達成見込み

	第３章　評価結果
	３－１ 評価結果の総括
	３－２ 評価５項目による分析概要
	３－３ 結 論
	３－４ 提言と教訓
	３－５ 総括所感

	付属資料
	１．M/M〔合同評価レポート及びPDM version２を含む（英文・スペイン語文）〕
	２．評価グリッド
	３．主要面談者リスト




